




周知の通り、平成 27 年 6 月 19 日、公職選挙法第 137 条の 2 が改正され平成 28 年同日に施行となり、
18歳選挙権が実現した。これに伴い、教育の中で政治を扱う高等学校の模索などが多く報じられている。
さらに、法務省民事局は、民法の成年年齢も 20 歳から 18 歳に引き下げるよう改正の準備作業に入って






























履修者数 141 名のうち、調査日に出席した学生は 129 名であった。このうち、回答に同意を得られたの
は 128 名であった。まず、「受講者に関する質問」（問１～４）として受講者の属性について尋ねた 8）。
そして、以下に示した内容について質問を行った。同意の得られた 128 名の回答について述べる。
（1）　選挙権に関する質問
選挙権に関する事項について 5 つ尋ねた。問 5「選挙権年齢が 18 歳以上になったことを知っていま
したか。」として、「はい」か「いいえ」で回答させた。128 名全員が「はい」と答えた。
では、いつ頃から知っていたのだろうか。問 6「選挙権年齢が 18 歳以上になったことを、おおよそ
いつ知りましたか。」という質問に対して、「いま知った」「1 か月前以内」「3 か月前以内」「半年前以内」





② 1 か月前以内 20（15.6）
③ 3 か月前以内 23（18.0）
④半年前以内 31（24.2）
⑤ 1 年前以内 27（21.1）
⑥ 1 年以上前 26（20.3）
無回答 1（0.8）
計 128（100.0）
学内における事前の啓発もあったためか、問 5 および問 6 から、多くの学生が 1 年次より選挙権年齢
の引き下げについて意識していたことをうかがうことができる。
問 7「参議院議員通常選挙の投票日はいつですか。下の に記入して下さい。」として、投票の月




月 1 日 9 日 10 日 14 日 17 日 25 日
無記
入等 計
4 月 1 1
7 月 1 102 1 1 1 3 109
無記入 18 18
計 1 1 102 1 1 1 21 128
さて、投票の意思である。問 8「あなたは参議院議員通常選挙の投票に行きますか。もしくは期日前
投票に行きましたか。」として、「必ず行く」「行くつもりでいる」「行くかどうかわからない」「行かない」
「すでに期日前投票を行った」という 5 つの選択肢を与えて、回答させた。その結果が【表 3】である。
「必ず行く」「行くつもりでいる」「すでに期日前投票を行った」を合わせると 68 名、およそ 53.2％であ
り、半数を上まわった。参考までに、「新たに選挙権を得ることになる若者たちを対象に」行った NHK
の世論調査によると、「必ず行く」が 22％、「行くつもりでいる」が 38％であり、「約 60％が『投票に行





回答 19 歳 20 歳以上 計（％）
①必ず行く 3 5 8（6.3）
②行くつもりでいる 23 24 47（36.7）
③行くかどうかわからない 22 19 41（32.0）
④行かない 10 9 19（14.8）
⑤すでに期日前投票を行った 7 6 13（10.2）
計 65 63 128（100.0）







問 10「日本国憲法第 19 条には『思想及び良心の自由は、これを侵してはならない』と規定されてい
ます。学校の教員も自分の支持する特定の政党や政治団体に関することを講義の中で言及し、児童生徒
に影響を与えてもよいと思いますか。正しいと思うものを次の①～②の中から 1 つ選んで○印をつけて
下さい。」として、「はい」か「いいえ」で回答させた 11）。結果は【表 4】の通りであった。105 名、お
よそ 82％が「いいえ」と回答した。









中からすべて選んで○印をつけて下さい。」として、4 つの選択肢を与えて回答させた 12）。【表 5】がそ



























為が制限されるが、1 つを選択するため、正答は④である。正答率は 28.1％であった（【表 6】参照）。








べて選んで○印をつけて下さい。」として、4 つの選択肢を与えて回答させた 15）。【表 7】がその結果で
ある。政治的行為の制限が課される場所や場合について問う質問である。地方公務員においては、「当









































公職選挙法第 137 条の 2 について、平成 27 年 6 月 19 日、法律第 43 号により「未成年」から「18 歳
未満」に改正された点を、条文とともに示した。そして、これに伴い、平成 28 年 6 月 19 日の後に初め
て行われる国政選挙の公示日以後にその期日を公示又は告示される選挙より、選挙権年齢が「満 20 歳
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8） 受講者の属性に関する質問を 4 つ設けて回答させた。以下、【別表 1】から【別表 3】に結果を示す。
問1「あなたの所属する学部・学科を、次の①～⑥の中から1つ選んで○印をつけて下さい。」、問2「あ






所属学部・学科 2 年生 3 年生 計 無回答
①経営学部経営学科 5 5
⑤スポーツ健康科学部スポーツ健康科学科 120 1 1 122
無回答 1 1
計 126 1 1 128
（○付き数字は選択肢の番号を示す。番号を記していないものは記述式回答を示す。以下、同じ。）
　次に、問 3「あなたの性別・年齢を、下の に記入して下さい。」として、記入させた。そ





19 歳（％） 20 歳（％） 計
男性 36（46.2） 42（53.8） 78
女性 29（58.0） 21（42.0） 50















小学校 1 ※ 1
中学校 2 6 1 9
高等学校 1 18 19
小学校・中学校・高等学校 5 5
中学校・高等学校 2 85 3 90
無回答 1 3 4
計 5 116 7 128
※学校種欄に「小学校教諭 2 種免許」、教科等の欄に「保健体育」と記入した 1 名。
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